
「広島県建設産業ビジョン2021」概要版

現行計画の成果と課題

課題解決の方向性

【社会情勢の変化】
• 昨今は，人口構造の変化，異常気象による災害の

激甚化・頻発化，ＡＩ／ＩｏＴなどデジタル技術
の急速な進展，新型コロナウイルス感染症拡大等，
様々な社会情勢の変化が起こっている。

【建設投資・企業経営】
• 平成30年７月豪雨災害や国土強靭化施策の影響も

あり，本県の公共建設投資額や県内企業の完成工
事高は一時的に増加した。

• しかしながら，今後は災害対応の終了や新型コロ
ナウィルス感染症の拡大により民間事業者の投資
控えが危惧され，建設事業者の経営への影響が懸
念される。

【担い手の動向】
• 建設業就業者数は減少・高齢化が進み，担い手不

足が深刻化している。
• 特に中山間地域では建設事業者の減少が続いてお

り，維持業務や災害対応への影響が懸念される。
【国の動向】
• 働き方改革，生産性向上，災害時の緊急対応の強

化等を柱に３法を改正（新・担い手３法）。発注
者の責務として，適切な工期設定やデジタル技術
の活用等が示された。

【計画期間】
平成28年度～令和２年度（５年間）

【計画の概要】
「地域における社会資本整備の担い手が確保され続け
ている状態」の実現に向け，「確かな競争力を発揮す
る建設産業」「地域を支える建設産業」「持続可能な
建設産業」の分野において，公共事業に係る市場環境
整備を柱とした本県の具体的な取組を定めた。
【成果】
• 総合評価を適用した工事では工事成績評定点が高

くなる傾向が見られるなど品質が向上し，また，
社会保険未加入対策の強化により加入率が向上し
処遇が改善されるなど，建設事業者の受注環境や
市場環境の整備が一定程度進んだ。

【課題】
• 人材の確保・育成等の取組は，成果が見えるまで

に時間を要する。担い手不足が加速する中で，中
長期的視点で，引き続き取り組む必要がある。

• 相次ぐ災害を受け，地域の「守り手」としても重
要な役割を果たす建設事業者が，技術力・競争力
を発揮できるような入札契約制度を整備する必要
がある。

分野１ 確かな競争力を発揮する建設産業

分野２ 担い手確保と働き方改革

分野３ 建設産業の生産性向上

技術力・競争力を高めるための環境整備
• 計画的かつ効率的に社会資本の整備・維持管理を行うためには，

建設事業者の技術力・競争力を高めることが重要。
• そのため，公平性や透明性を担保しつつ，技術力・競争力の高い

建設事業者が受注できる環境を整備する。
• 技術力向上に向けた建設事業者の取組が評価される仕組みを整備

する。
【成果目標】
・ 工事成績評定点（土木一式）の平均点

現状値；77.9点（Ｈ28～Ｒ２平均）目標値；80点（Ｒ７）
・ 工事の平準化率

平準化率…(4~6月期工事平均稼働件数)/(年度工事平均稼働件数）

現状値；0.78（Ｒ元）目標値；0.90（Ｒ７）

若者に選ばれる建設産業
• 将来にわたって社会資本の整備・維持管理や災害発生時の緊急対

応が可能な建設事業者を各地域に確保する必要がある。
• 建設産業における担い手確保や働き方改革を積極的に進めるため

には，建設事業者自らの取組だけでなく，受発注者間の連携が重要。
• 建設産業の担い手確保・育成に向け，中長期的な視野に立った取

組を継続的に実施する。
【成果目標】
・ 県発注工事における配置技術者の平均年齢

現状値；49.6歳（Ｈ28～Ｒ２平均）目標値；50歳（Ｒ３～７平均）
※（参考値）前５か年（H23～27平均）；47.6歳

・ 週休２日対象工事の発注件数
現状値；10件／年（Ｒ２）目標値；全ての工事（Ｒ７，受注者
希望型含む）

本県は，地理・地形や産業構造等が異なることから，
それぞれの地域の建設産業が抱える諸課題に対して，
地域の実情に応じたきめ細かな取組を行う。

分野４ 災害時に力を発揮する建設産業

災害時の対応力の充実・強化
• 平成30年７月豪雨を踏まえ，発災直後から復旧まで迅速かつ円滑

に工事を実施するため，市町を含め事業者団体等との連携強化や，
工事の緊急度や建設事業者の体制等を踏まえた適切な入札契約方
式の活用を行う。

【成果目標】
・ 県，市町及び事業者団体（測量・建設コンサルタント含む）によ

る災害協定を締結（Ｒ７）

取組方針 主な取組項目

９ 災害対応力の強化と

仕組みづくり

災害協定を活用した迅速な応急対応 災害協定の充実

発災時の緊急対応を担う建設事業者の確保 災害復旧工事に尽力した建設事業者に対する適切な評価

緊急時の適切な入札契約方式の活用 状況に応じた適切な入札契約方式の活用

新たな技術を活用した生産性の向上
• 建設産業の担い手が不足する中で，効率的に業務を行うため，生

産性を向上する必要がある。
• また，新型コロナウイルス感染症を契機に，様々な場面でデジタ

ル技術の有益性が認識されており，これらを活用した「新しい生
活様式」への変革が求められている。

• 調査・設計・施工から維持管理までのあらゆる段階において，デ
ジタル技術を含む新たな技術を活用する。

【成果目標】
・ 主要な土木構造物におけるCIM業務の活用割合

現状値；10件／年（Ｒ２）目標値；100％（Ｒ７）
・ ICT活用工事（土工）の発注件数

現状値；9件／年（Ｒ２）目標値；土工500m3以上の全ての工事
（Ｒ７，受注者希望型含む）

取組方針 主な取組項目

４ 労働環境の改善

週休２日制の完全実施 積算基準の見直しや発注者指定型の対象拡大

社会保険未加入の解消 様々な段階での社会保険未加入対策の実施

デジタル技術の積極的な活用 i-Constructionの推進による幅広い人材の確保

建設工事従事者の安全及び健康の確保 安全及び健康に関する意識の向上

５ 担い手の確保

労

働

者

若手の入職促進 学生向け魅力発信・就職支援

中堅世代の定着促進 中山間地域等の技術者向けセミナーの実施

多様な担い手確保に向けた取組の充実 女性活躍推進支援
事
業
者

地域特性・課題に対応した発注体制の構築 地域維持型JVの拡大等地域の実情に応じた入札契約方式の拡充

地域維持業務の実施体制の構築 中山間地域を中心とした地域維持業務の複数年契約の拡大等

６ 担い手の育成

建設キャリアアップシステムの活用 入札契約制度等の整備による活用促進

技能・技術力向上に向けた支援 施工能力の評価による技能労働者の育成促進

継続教育（ＣＰＤ）の取組推進 入札参加資格審査における適切な評価

広島県の建設産業を取り巻く環境変化

取組方針 主な取組項目

７ 広島デジフラ構想に
基づく建設産業構造の
高度化・効率化

(i-Constructionの推進)

調査・設計段階の高度化・効率化 ALB等による３次元レーザー測量，BIM/CIMの活用

施工段階の高度化・効率化 ３次元データによる施工管理・検査の省力化

維持管理段階の高度化・効率化 ドローン等を活用した効率的な維持管理

普及拡大に向けた市町との連携 デジタル技術の活用促進に向けた連携

８ 新技術・新工法の活用
新たな施工技術等の導入 施工の効率化に向けた新技術の活用促進

長寿命化技術活用制度の活用・促進 長寿命化技術活用制度の活用拡大

取組方針 主な取組項目

１ 技術力・競争力の高い

事業者が受注できる

環境の整備

予定価格事後公表の拡大 予定価格事後公表を拡大し建設事業者の適切な見積による競争を確保

品質確保に向けた取組 総合評価落札方式における適用基準・評価項目等の改善

多様な入札契約方式の活用
工事の内容・規模に応じた総合評価落札方式や詳細設計付施工方

式等，多様な入札契約方式の適切な選択

優良建設工事の表彰制度の適切な運用 技術力の高い建設事業者への適切な評価

２ 透明性の高い

市場環境の整備

競争入札の適切な運用 随意・指名競争入札の適用拡大

ダンピング対策の強化 低入札価格調査制度の適正な運用

不正行為の排除の徹底 指名除外基準の運用改善

３ 計画的に受注できる

環境の整備

適切な工期設定と施工時期の平準化 適切な工期設定，施工時期の平準化

公共工事の発注見通しの計画的な公表 発注見通しの計画的な公表，発注者間の連携促進

新計画の概要

【計画期間】
令和３年度～令和７年度（５年間）
【目指す姿】
「将来にわたって，社会資本の適切な整備・維持管理，災害時に迅速な対応が行えるよう，その重要な担い手である建設事業者について，技術力・競争力向上が図られつつ，安定的か
つ持続的に確保・育成されている状態」
【取組の概要】
目指す姿の実現に向け，「確かな競争力を発揮する建設産業」「担い手確保と働き方改革」「建設産業の生産性向上」「災害時に力を発揮する建設産業」の４分野において，「新・担い
手３法」も踏まえ，本県の現状・課題に即した取組を定める。

取組内容 【共通方針】 地域の実情に応じたきめ細かな取組


